
告示 第 ７９ 号

八峰町財政報告書の作成及び公表に関する条例（平成１８年３月２７日条例第 72 号）第２条第１項

の規定に基づき八峰町の財政事情を次のとおり公表する。

令和６年６月２８日

八峰町長 堀 内 満 也



八 峰 町 財 政 状 況 報 告 書

目 次

１． ま え が き

２． 収 入 及 び 支 出 の 状 況

（１） 令 和 ５ 年 度 一 般 会 計

（２） 令 和 ５ 年 度 特 別 会 計

（３） 令 和 ５ 年 度 企 業 会 計

３． 住 民 の 負 担 状 況

４． 公 営 事 業 の 経 理 の 状 況

（１） 令 和 ５ 年 度 簡 易 水 道 事 業 会 計 の 経 理 状 況

（２） 令 和 ５ 年 度 下 水 道 事 業 会 計 の 経 理 状 況

５． 財 産 、 町 債 及 び 一 時 借 入 金 の 状 況

（１） 町 債 目 的 別 現 在 高

（２） 一 時 借 入 金 の 状 況

（３） 財 産 の 状 況

６． む す び



１．ま え が き

令和５年度下半期の財政報告書をここに公表します｡

今期における補正予算の主なものは、以下のとおりとなっています。

１２月議会定例会には、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の低所得世帯支援枠として８，７５０万

円、推奨事業メニュー枠として３，２８９万５千円を計上し、住民税非課税世帯への現金給付、住民税課税世

帯への地域商品券の発行、離職等による家計急変世帯への支援、県との協調事業である障がい者支援施設・介

護保険施設への支援を行うことにより、物価高騰対策を図りました。

また、デマンド型乗合有償運送運行業務委託について、当初見込みより利用者が増えているため１７４万５

千円を追加して計上したほか、猿被害対策として猿害対策関係報償費３６万円、クマの駆除対策として有害鳥

獣駆除報償費１２４万円をそれぞれ計上しました。

３月議会定例会では、各事務事業の不用額を減額したほか、令和５年７月の豪雨により被災し、令和６年産

米の作付けが可能なほ場を対象に、農業経営等復旧・継続支援対策事業補助金５４万７千円を計上しました。

以下、収入及び支出状況、財産、町債及び一時借入金等の状況について報告いたします。



２．収入及び支出状況

（１）令和５年度一般会計

（ 歳 入 ）

予 算 額 調 定 額 収 入 済 額

1. 町 税 605,696 668,418 634,252

2. 地 方 譲 与 税 68,989 68,989 68,989

3. 利 子 割 交 付 金 131 131 131

4. 配 当 割 交 付 金 1,459 1,459 1,459

5. 株式等譲渡所得割交付金 1,966 1,966 1,966

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 8,513 8,239 8,239

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 160,075 160,075 160,075

8. ゴルフ場利用税交付金 4,092 4,093 4,093

9. 環 境 性 能 割 交 付 金 3,345 3,345 3,345

10. 地 方 特 例 交 付 金 6,123 6,123 6,123

11. 地 方 交 付 税 3,539,115 3,539,115 3,539,115

12. 交通安全対策特別交付金 496 496 496

13. 分 担 金 及 び 負 担 金 7,757 9,275 9,275

14. 使 用 料 及 び 手 数 料 59,251 58,378 54,897

15. 国 庫 支 出 金 1,966,559 750,113 750,113

16. 県 支 出 金 380,709 333,664 333,664

17. 財 産 収 入 13,952 12,585 11,697

18. 寄 附 金 128,910 130,009 130,009

19. 繰 入 金 738,954 737,236 737,236

20. 繰 越 金 348,714 352,413 352,413

21. 諸 収 入 262,075 266,194 265,844

22. 町 債 904,700 605,300 605,300

23. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 248 249 249

繰 替 運 用 額

一 時 借 入 金

9,211,829 7,717,865 7,678,980

（ 歳 出 ）

予 算 額 支 出 済 額 繰 越 額

1. 議 会 費 82,928 81,114 0

2. 総 務 費 1,322,616 1,256,628 12,137

3. 民 生 費 1,185,247 1,121,044 0

4. 衛 生 費 302,532 281,807 0

5. 労 働 費 8,139 8,085 0

6. 農 林 水 産 業 費 701,409 618,503 50,842

7. 商 工 費 429,296 409,076 0

8. 土 木 費 589,929 491,409 26,162

9. 消 防 費 182,218 128,548 34,902

10. 教 育 費 803,992 745,070 5,732

11. 災 害 復 旧 費 2,431,877 542,540 1,839,694

12. 公 債 費 798,791 798,480 0

13. 諸 支 出 金 369,945 368,940 0

14. 予 備 費 2,910 0 0

9,211,829 6,851,244 1,969,469

款 別

歳 入 合 計

款 別

歳 出 合 計



（２）令和５年度特別会計

（ 歳 入 ）

予 算 額 調 定 額 収 入 済 額

883,262 852,799 814,851

1,402,739 1,458,064 1,455,850

106,816 106,893 106,530

30,934 30,951 29,506

2,524 5,323 5,323

83,424 87,494 87,494

2,509,699 2,541,524 2,499,554

（ 歳 出 ）

予 算 額 支 出 済 額 繰 越 額

883,262 783,595 0

1,402,739 1,310,177 0

106,816 106,475 0

30,934 21,635 0

2,524 1,651 0

83,424 79,060 0

2,509,699 2,302,593 0

（３）令和５年度　企業会計 （R6．3．31現在）

（ 歳 入 ） 単位：千円

予 算 額 収 入 済 額

454,252 418,225

591,398 599,441

1,045,650 1,017,666

（ 歳 出 ） 単位：千円

予 算 額 支 出 済 額

636,749 565,359

814,727 721,462

1,451,476 1,286,821

款 別

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

沢 目 財 産 区 特 別 会 計

合併処理浄化槽事業特別会計

町 営 診 療 所 特 別 会 計

計

款 別

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

沢 目 財 産 区 特 別 会 計

合併処理浄化槽事業特別会計

町 営 診 療 所 特 別 会 計

計

会 計 別

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

計

会 計 別

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

計



３．住民の負担状況

単位：円 単位：円

町 民 税 39,520 町 民 税 83,222

固 定 資 産 税 51,977 固 定 資 産 税 109,456

軽 自 動 車 税 4,310 軽 自 動 車 税 9,076

町 た ば こ 税 7,609 町 た ば こ 税 16,023

入 湯 税 2,271 入 湯 税 4,782

計 105,687 計 222,559

令和5年3月31日現在の各税目（現年課税分）の調定額及び住民基本台帳に基づく人口･世帯数より

町民一人当たりの金額 一世帯当たりの金額



４.公営事業の経理の状況

（１）令和５年度簡易水道事業会計の経理状況

　令和6年3月31日現在の簡易水道事業会計の経理状況は、次のとおりです。

（単位：千円、％）

当初予定額 補正予定額 予備費支出額

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越
額に係る財源
充当額１１１

計

水道事業収益

　営業収益 104,761 104,761 103,868 99.1 

　営業外収益 175,133 △ 112,655 62,478 69,291 110.9 

　特別利益 0 30,612 30,612 30,568 99.9 

計 279,894 △ 82,043 197,851 203,727 103.0 

水道事業費用

　営業費用 258,709 △ 5,554 0 253,155 239,928 94.8 

　営業外費用 16,135 0 0 16,135 15,570 96.5 

　特別損失 50 34,612 0 34,662 32,032 92.4 

　予備費 5,000 0 0 5,000 0 0.0 

計 279,894 29,058 0 308,952 287,530 93.1 

0 △ 111,101 0 △ 111,101

資本的収入

　企業債 123,600 15,300 0 138,900 123,600 89.0 

　出資金 93,334 △ 17,954 0 75,380 75,380 100.0 

　工事負担金 16,670 0 0 16,670 15,518 93.1 

　補助金 0 25,451 25,451 0 0.0 

計 233,604 22,797 0 256,401 214,498 83.7 

資本的支出

　建設改良費 149,081 40,832 0 189,913 139,946 73.7 

　企業債償還金 137,884 0 0 137,884 137,883 100.0 

計 286,965 40,832 0 327,797 277,829 84.8 

△ 53,361 △ 18,035 0 △ 71,396

予　算　現　額

収益的収支（税込）

収支差引額

資本的収支（税込）

収支差引額

区　　　分 執行済額 執行率

収　

入

支　

出

収　

入

支　

出



（２）令和5年度下水道事業会計の経理状況

　令和6年3月31日現在の下水道事業会計の経理状況は、次のとおりです。

　下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道・農業集落排水・漁業集落排水の各事業です。

（単位：千円、％）

当初予定額 補正予定額 予備費支出額

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越
額に係る財源
充当額１１１

計

事業収益

　営業収益 77,149 0 77,149 75,300 97.6 

　営業外収益 449,384 △ 152,399 296,985 319,422 107.6 

計 526,533 △ 152,399 374,134 394,722 105.5 

事業費用

　営業費用 497,822 741 498,563 418,655 84.0 

　営業外費用 26,681 0 26,681 26,640 99.8 

　特別損失 30 0 30 0 0.0 

　予備費 2,000 0 2,000 0 0.0 

計 526,533 741 0 527,274 445,295 84.5 

0 △ 153,140 0 △ 153,140

資本的収入

　企業債 26,400 44,800 0 71,200 62,400 87.6 

　出資金 88,196 △ 9,732 0 78,464 78,464 100.0 

　補助金 21,400 46,200 0 67,600 63,855 94.5 

計 135,996 81,268 0 217,264 204,719 94.2 

資本的支出

　建設改良費 47,830 92,400 0 140,230 127,710 91.1 

　企業債償還金 146,993 0 0 146,993 148,227 100.8 

　投資その他 230 0 0 230 230

計 195,053 92,400 0 287,453 276,167 96.1 

△ 59,057 △ 11,132 0 △ 70,189

予　算　現　額

収益的収支（税込）

収支差引額

資本的収支（税込）

収支差引額

区　　　分 執行済額 執行率

収　

入

支　

出

収　

入

支　

出



５．財産、町債及び一時借入金の状況

（１）事業債別現在高

令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 末 町民一人当たり

現在高見込（千円）現在高見込（千円）の額    （円）

１．一般会計 6,313,622 6,137,795 984,711

（１） 一般公共事業債 26,799 24,365 3,913

（２） 6,000 6,000 964

（２） 一般単独事業債 1,441,462 1,311,679 210,644

（３） 0 0 0

（４） 教育・福祉施設等整備事業債 0 0 0

（５） 災害復旧事業債 21,448 100,953 16,212

（６） 過疎対策事業債 2,986,448 3,084,696 495,374

（７） 公営住宅建設事業債 12,745 9,163 1,471

（８） 減税補てん債 3,306 1,710 275

（９） 臨時税収補てん債 0 0 0

（１０）都道府県貸付金 0 0 0

（１１）臨時財政対策債 1,736,841 1,524,493 244,820

（１２）財源対策債 0 0 0

（１３）公有林整備事業債 71,673 67,836 10,894

（１４）減収補てん債 6,900 6,900 1,108

２．国民健康保険事業勘定特別会計 6,542 0 0

（１） 財政安定化基金貸付金 6,542 0 0

３．合併処理浄化槽事業特別会計 646 226 36

（１） 下水道債 0 0 0

（２） 過疎債 646 226 36

４．簡易水道事業会計 1,443,080 1,426,797 229,130

（１） 簡易水道債 1,030,504 1,040,227 167,051

（２） 過疎債 369,854 350,812 56,337

（３） 公営企業会計適用債 42,722 35,758 5,742

５．下水道事業会計 1,552,550 1,466,725 235,543

５－１ 公共下水道事業分 1,088,117 1,039,197 166,886

（１） 下水道債 1,014,157 943,883 151,579

（２） 資本費平準化債 0 0 0

（３） 過疎債 31,562 60,022 9,639

（４） 公営企業会計適用債 42,398 35,292 5,668

５－２ 農業集落排水事業分 292,866 269,731 43,316

（１） 下水道債 290,766 267,631 42,979

（２） 過疎債 2,100 2,100 337

５－２ 漁業集落排水事業分 171,567 157,797 25,341

（１） 下水道債 161,667 149,133 23,949

（２） 過疎債 9,900 8,664 1,391

9,316,440 9,031,543 1,449,420

令和6年3月31日現在

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

（旧）緊急防災・減災事業債

合　　　　計

区　　　　　分



（２）一時借入金の状況 （Ｒ５．１０．１～Ｒ６．３．３１）

○一般会計 (単位：千円）

借入年月日 借　入　金 返　済　金 借　入　先 備　考

計 0 0



（３）財産の状況

１．基金

(単位：千円)

会計
令 和 4 年 度 末
現 在 高

積 立 額 繰 入 額
令 和 ５ 度 末
現 在 高

2,854,370 147,367 619,656 2,382,081

51,415 3 0 51,418

1,064,480 105 0 1,064,585

113,622 18 0 113,640

206,484 6 1,956 204,534

3,355 0 0 3,355

2,822 0 0 2,822

21,464 445 0 21,909

110,505 83,425 53,005 140,925

7,382 0 2,552 4,830

3,243 601 683 3,161

42,699 20,724 32,791 30,632

0 99,000 0 99,000

4,481,841 351,694 710,643 4,122,892

国保 65,036 1 0 65,037

介護 41,274 0 0 41,274

簡水 0 0 0 0

4,588,151 351,695 710,643 4,229,203

令和６年３月３１日現在

基 金 の 名 称

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

合 併 町 村 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

奨 学 資 金 貸 付 基 金

高 額 療 養 費 貸 付 基 金

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等 資 金 貸 付 基 金

観 光 振 興 基 金

ふ る さ と 八 峰 応 援 基 金

雇 用 創 出 基 金

自 然 再 生 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

農 業 振 興 資 金

一　般　会　計　小　計

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

町 営 簡 易 水 道 基 金

合　　　　　　計

一般



６．む す び

内閣府が発表した６月の月例経済報告によると、国内景気の基調判断を「このところ足踏みもみられるが、緩

やかに回復している」としています。企業の設備投資は、「持ち直しの動きがみられる」ものの、個人消費は「持

ち直しに足踏みがみられる」状況にあります。

こうした状況下にあって、地域住民の生活と地域経済を守るため、町は、地域住民が将来にわたって安心し

て生活ができるよう、地域医療の確保や高齢者に対する福祉・介護サービスといった地域住民の生活を支える

基礎的サービスを安定的に提供しつつ、緊急事態に対応した行政サービスを迅速に提供していかなければなり

ません。また、国が進める地方創生の推進や人口減少下での地方施策強化の取り組みを注視し、国・県や周辺

自治体と連動した、より効果的な政策を実行する必要があります。経済の変動に対する国の機動的な経済対策

については日頃から情報収集に努めるなどの備えをしていきます。

本町においては、財政状況も合併効果により年々改善されてきています。これからも全職員一丸となって、

より一層の行財政改革に取り組み、八峰町総合振興計画に掲げられた将来像「白神の自然と人とで創るやすら

ぎのまち」実現に向けて、各種施策の着実な推進に努めてまいりますので、なお一層、町民各位のご理解とご

協力をお願いいたします。


